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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の第一、第二の基準位置、及び該第一と該第二の基準位置との間のアイポイント位
置の各位置が子午線上に規定されており、該第一の基準位置から該第二の基準位置にかけ
て屈折力が連続的に変化する屈折力変化部を持つ眼鏡レンズであって、
　前記第一の基準位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、及び／又は、前記アイポ
イント位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、加入屈折力の変化率が実質０であり
、
　前記子午線上の加入度の変化を示す加入度曲線の最大加入度となる位置を、前記第二の
基準位置から前記アイポイント位置とは反対側に少なくとも５ｍｍ以上ずれた位置とし、
かつ、前記最大加入度を前記第二の基準位置における加入度の少なくとも１．１０倍以上
とすることにより、前記アイポイント位置から前記第二の基準位置に至る区間の前記加入
度曲線の傾きを緩やかにしたことを特徴とする、眼鏡レンズ。
【請求項２】
　前記第一の基準位置から前記アイポイント位置と反対側の、前記眼鏡レンズの端部まで
の子午線上の区間においても、加入屈折力の変化率が実質０であることを特徴とする、請
求項１に記載の眼鏡レンズ。
【請求項３】
　前記第一の基準位置において所定の処方情報に応じた遠用度数を満たすと共に、前記第
二の基準位置において該処方情報に応じた近用度数を満たし、前記アイポイント位置は遠
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用のアイポイント位置であり、前記屈折力変化部において屈折力が累進的に変化する遠近
両用累進屈折力レンズであることを特徴とする、請求項１又は請求項２に記載の眼鏡レン
ズ。
【請求項４】
　前記第一の基準位置は遠用度数測定位置であり、前記第二の基準位置は近用度数測定位
置であることを特徴とする、請求項１から請求項３の何れか一項に記載の眼鏡レンズ。
【請求項５】
　前記アイポイント位置を中心とする半径４ｍｍの円内における最大の加入屈折力差が０
．０６Ｄ以下に抑えられていることを特徴とする、請求項１から請求項４のいずれか一項
に記載の眼鏡レンズ。
【請求項６】
　所定の第一、第二の基準位置、及び該第一と該第二の基準位置との間のアイポイント位
置の各位置が子午線上に規定されており、該第一の基準位置から該第二の基準位置にかけ
て屈折力が連続的に変化する屈折力変化部を持つ眼鏡レンズの設計方法であって、
　前記第一の基準位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、及び／又は、前記アイポ
イント位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、加入屈折力の変化率が実質０となる
ように設定し、
　前記子午線上の加入度の変化を示す加入度曲線の最大加入度となる位置を、前記第二の
基準位置から前記アイポイント位置とは反対側に少なくとも５ｍｍ以上ずれた位置とし、
かつ、前記最大加入度を前記第二の基準位置における加入度の少なくとも１．１０倍以上
となるように設定する、眼鏡レンズの設計方法。
【請求項７】
　前記第一の基準位置から前記アイポイント位置と反対側の、前記眼鏡レンズの端部まで
の子午線上の区間においても、加入屈折力の変化率が実質０となるように、該子午線上の
屈折力分布を設定する、請求項６に記載の眼鏡レンズの設計方法。
【請求項８】
　前記屈折力変化部の屈折力分布は、前記子午線上に複数の制御点を配置し、前記第一と
第二の基準位置との屈折力差に基づいて各制御点における屈折力を計算し、隣接する前記
制御点間の屈折力を所定の補間関数により補間することにより設定され、前記区間内の全
ての制御点については、加入屈折力が実質０に設定される、請求項６又は請求項７に記載
の眼鏡レンズの設計方法。
【請求項９】
　請求項６から請求項８の何れか一項に記載の眼鏡レンズの設計方法を用いて設計された
眼鏡レンズを製造する眼鏡レンズ製造工程を含む、眼鏡レンズの製造方法。
【請求項１０】
　所定の第一、第二の基準位置、及び該第一と該第二の基準位置との間のアイポイント位
置の各位置が子午線上に規定されており、該第一の基準位置から該第二の基準位置にかけ
て屈折力が連続的に変化する屈折力変化部を持つ眼鏡レンズの製造システムであって、
　所定の処方情報を発注データとして送信する発注側端末と、
　前記発注データを受信して前記処方に適した眼鏡レンズを設計する設計側端末と、
　前記設計側端末による設計に従って眼鏡レンズを加工する加工機と、を備え、
　前記設計側端末は、
　前記第一の基準位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、及び／又は、前記アイポ
イント位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、加入屈折力の変化率が実質０となる
ように、さらに前記子午線上の加入度の変化を示す加入度曲線の最大加入度となる位置を
、前記第二の基準位置から前記アイポイント位置とは反対側に少なくとも５ｍｍ以上ずれ
た位置とし、かつ、前記最大加入度を前記第二の基準位置における加入度の少なくとも１
．１０倍以上となるように、該屈折力変化部の屈折力分布を設定することを特徴とする、
眼鏡レンズの製造システム。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、屈折力が連続的に変化する領域を持つ眼鏡レンズ、並びにこのような眼鏡レ
ンズの設計方法、製造方法及び製造システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　累進帯など、屈折力が連続的に変化する領域を持つ眼鏡レンズの設計においては、レン
ズ装用者の遠方視から近方視への視線の動きを想定した子午線（主注視線）がレンズ上に
定義され、定義された子午線を基準に、像の歪みやぼやけ、揺れ等の少ない明視域が設定
される。このように設計された眼鏡レンズの具体的構成は、例えば特許文献１～３に記載
されている。
【０００３】
　特許文献１～３に記載の眼鏡レンズでは、遠用度数測定位置、アイポイント（遠用フィ
ッティングポイント）位置、近用度数測定位置の各位置が子午線上に規定されている。遠
用度数測定位置とは、ＪＩＳ規格における遠用部測定基準点をいい、近用度数測定位置と
は、ＪＩＳ規格における近用部設計基準点をいう。遠用度数測定位置と近用度数測定位置
との間には累進帯が配置されており、子午線上の屈折力が累進帯内で加入度に応じて累進
的に変化している。ここで記述する加入度とは、遠用度数測定位置での遠用部屈折力（遠
用度数）に対して付加される屈折力をいう。このため、屈折力が連続的に変化する領域を
持つ眼鏡レンズ（以下「累進屈折力レンズ」ともいう）における累進帯内の加入度は、遠
用度数測定位置から近用度数測定位置に向かって、屈折力の変化とともに大きくなる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－５９５４１号公報
【特許文献２】特開２０００－２１４４１９号公報
【特許文献３】特開平６－３３７３８１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、特許文献１～３に記載の眼鏡レンズにおいて、アイポイント位置は、遠用度
数測定位置と近用度数測定位置との間の領域、すなわち累進帯内に配置されている。また
、アイポイント位置は、装用者が装用状態において遠方視した際に視線が通る位置として
定義されている。従来の眼鏡レンズにおいては、遠用度数測定位置から近用度数測定位置
に向かって加入度が連続的に増加している。このため、アイポイント位置では、遠用度数
に対してプラスの度数が加入された状態にある。
【０００６】
　従来においては、上述のようにアイポイント位置にプラスの度数が加入されていること
は知られていても、そのこと自体は当業者（眼鏡レンズの光学設計を行う技術者など）の
間で特に問題として認識されてはいなかった。その理由は次のような事情による。
　（１）眼鏡レンズの製造技術の向上により、遠用度数測定位置での遠用部屈折力がほぼ
処方値通りに作られるようになり、遠用部屈折力の絶対的な誤差が小さくなったこと。
　（２）眼鏡レンズの光学設計上、遠用度数測定位置での屈折力とアイポイント位置での
屈折力の差は、例えば処方加入度が３Ｄの場合に概ね０．１５Ｄ（ディオプター）以内に
収まっており、この程度の誤差では遠方視にそれほど大きな影響はないと考えられていた
こと。
　（３）眼鏡の装用者は、装用中に眼鏡が多少ずり下がっても、そのままの状態で使用し
ていることが多く、これによってプラスの度数の入り込みによる影響が抑えられていたこ
と。説明を補足すると、装用中に眼鏡がずり下がると、装用者が遠方視するときの視線は
、子午線上においてアイポイント位置よりも上方に変位する。このとき、遠方視の視線が
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変位する方向は、プラスの度数の入り込みが少ない方向になる。このため、装用者は、プ
ラスの度数の入り込みによる影響を感じにくくなり、実質的にその影響は小さくなる。
【０００７】
　そうした状況のなかで、本願の出願人は、眼鏡店（販売店）の協力を得て、眼鏡の購入
者から苦情を受ける割合や苦情の内容を独自に調査してみた。そうしたところ、苦情の割
合は眼鏡の販売数量全体の１～２％程度と少ないものの、そこに含まれる苦情の内容を調
査してみると、非常に少数ではあるが、累進屈折力レンズのアイポイント位置にプラスの
度数が入り込んでいることが原因ではないかと疑われるものが見つかった。
【０００８】
　そこで、本願の発明者は、さらに詳しく調査を進めたところ、装用中に眼鏡がずり上が
りやすい人から、累進屈折力レンズを通して遠方視したときに像がぼやけるという苦情が
寄せられていることが分かった。その要因としては、装用中に眼鏡がずり上がると、装用
者が遠方視するときの視線がアイポイント位置よりも下方（プラスの度数の入り込みが多
くなる方向）に変位するためと考えられる。ただし、装用中に眼鏡がずり上がる人という
のは装用者全体の中でもごく少数であり、実際に苦情を受けた眼鏡店でのフィッティング
調整によって遠方視の見え方が改善する場合も多い。
【０００９】
　このような事情から、従来においては、「アイポイント位置にプラスの度数が加入され
ていることが、遠方視の見え方に少なからず影響を与えるおそれがある」という事実は、
課題として殆ど認識されていなかった。
【００１０】
　本願の発明者は、たとえ遠用度数測定位置と近用度数測定位置でそれぞれ処方値通りの
屈折力を満たす眼鏡レンズであっても、この眼鏡レンズを枠入れした眼鏡を装用した場合
に、処方値に応じた遠用距離を明瞭に見ることができないおそれがあるということを新た
な課題として捉え、本発明を想到するに至った。
【００１１】
　本発明は上記の事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、装用者が
装用状態において遠方視等した際に、装用者に対して処方値に応じた遠方距離等を明瞭に
見せることができる眼鏡レンズ、並びにこのような眼鏡レンズの設計方法、製造方法及び
製造システムを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の一形態に係る眼鏡レンズは、所定の第一、第二の基準位置、及び第一と第二の
基準位置との間のアイポイント位置の各位置が子午線上に規定されており、第一の基準位
置から第二の基準位置にかけて屈折力が連続的に変化する屈折力変化部を持つ眼鏡レンズ
であり、前記第一の基準位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、及び／又は、前記
アイポイント位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、加入屈折力の変化率が実質０
であることを特徴とする。
【００１３】
　本発明の一形態によれば、第一の基準位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、及
び／又は、前記アイポイント位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、実質的に屈折
力の加入がないため、装用者は、アイポイント位置（又はその付近）を通じて処方値に応
じた距離を明瞭に見ることができる。また、装用者は、当該円内の領域で視線を動かした
場合にも、像のぼやけ等を知覚することなく処方値に応じた上記距離を明瞭に見ることが
できる。
【００１４】
　また、本発明の一形態に係る眼鏡レンズは、例えば、第一の基準位置からアイポイント
位置と反対側の、眼鏡レンズの端部までの子午線上の区間においても、加入屈折力の変化
率が実質０である。
【００１５】
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　また、本発明の一形態に係る眼鏡レンズは、例えば、第一の基準位置において所定の処
方情報に応じた遠用度数を満たすと共に、第二の基準位置において該処方情報に応じた近
用度数を満たし、アイポイント位置が遠用のアイポイント位置であり、屈折力変化部にお
いて屈折力が累進的に変化する遠近両用累進屈折力レンズである。
【００１６】
　また、本発明の一形態に係る眼鏡レンズは、例えば、子午線上の加入度の変化を示す加
入度曲線の最大加入度となる位置を、第二の基準位置からアイポイント位置とは反対側に
少なくとも５ｍｍ以上ずれた位置とし、かつ、最大加入度を第二の基準位置における加入
度の少なくとも１．１０倍以上とすることにより、アイポイント位置から第二の基準位置
に至る区間の加入度曲線の傾きを緩やかにしたものである。
【００１７】
　また、本発明の一形態に係る眼鏡レンズの設計方法は、所定の第一、第二の基準位置、
及び第一と第二の基準位置との間のアイポイント位置の各位置が子午線上に規定されてお
り、第一の基準位置から第二の基準位置にかけて屈折力が連続的に変化する屈折力変化部
を持つ眼鏡レンズの設計方法である。本方法では、前記第一の基準位置を中心とする半径
４ｍｍの円内において、及び／又は、前記アイポイント位置を中心とする半径４ｍｍの円
内において、加入屈折力の変化率が実質０となるように、屈折力変化部の屈折力分布を設
定する。
【００１８】
　また、本発明の一形態に係る眼鏡レンズの設計方法では、第一の基準位置からアイポイ
ント位置と反対側の、眼鏡レンズの端部までの子午線上の区間においても、加入屈折力の
変化率が実質０となるように、子午線上の屈折力分布を設定してもよい。
【００１９】
　また、本発明の一形態に係る眼鏡レンズの設計方法において、屈折力変化部の屈折力分
布は、子午線上に複数の制御点を配置し、第一と第二の基準位置との屈折力差に基づいて
各制御点における屈折力を計算し、隣接する制御点間の屈折力を所定の補間関数により補
間することにより設定することができる。このとき、上記区間内の全ての制御点について
は、加入屈折力が実質０に設定される。
【００２０】
　また、本発明の一形態に係る眼鏡レンズの製造方法は、眼鏡レンズの上記設計方法を用
いて設計された眼鏡レンズを製造する眼鏡レンズ製造工程を含む。
【００２１】
　また、本発明の一形態に係る眼鏡レンズの製造システムは、所定の第一、第二の基準位
置、及び第一と第二の基準位置との間のアイポイント位置の各位置が子午線上に規定され
ており、第一の基準位置から第二の基準位置にかけて屈折力が連続的に変化する屈折力変
化部を持つ眼鏡レンズの製造システムであり、所定の処方情報を発注データとして送信す
る発注側端末と、発注データを受信して処方に適した眼鏡レンズを設計する設計側端末と
、設計側端末による設計に従って眼鏡レンズを加工する加工機とを備える。この設計側端
末は、第一の基準位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、及び／又は、アイポイン
ト位置を中心とする半径４ｍｍの円内において、加入屈折力の変化率が実質０となるよう
に、屈折力変化部の屈折力分布を設定することを特徴とする。
【００２２】
　また、本発明の一形態に係る眼鏡レンズは、所定の第一、第二の基準位置、及び第一と
第二の基準位置との間のアイポイント位置の各位置が子午線上に規定されており、第一の
基準位置から第二の基準位置にかけて屈折力が連続的に変化する屈折力変化部を持つ眼鏡
レンズであり、第一の基準位置を中心とする半径４ｍｍの円内における最大の加入屈折力
差が０．０３Ｄ以下、及び／又は、アイポイント位置を中心とする半径４ｍｍの円内にお
ける最大の加入屈折力差が０．０６Ｄ以下に抑えられていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２３】
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　本発明の一形態によれば、装用者が装用状態において遠方視等した際に、装用者に対し
て処方値に応じた遠方距離等を明瞭に見せることができる眼鏡レンズ、並びにこのような
眼鏡レンズの設計方法、製造方法及び製造システムが提供される。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明の実施形態の眼鏡レンズの製造方法を実現するための眼鏡レンズ製造シス
テムの構成を示すブロック図である。
【図２】本発明の実施形態の眼鏡レンズ設計用コンピュータによる眼鏡レンズの設計工程
のフローチャートを示す図である。
【図３】本発明の実施形態で設計及び製造される遠近両用累進屈折力レンズのレイアウト
モデルを示す図である。
【図４】本件設計の遠近両用累進屈折力レンズの遠用区間における加入度の変化率及び加
入度数分布を示す図である。
【図５】従来設計の遠近両用累進屈折力レンズの遠用区間における加入度の変化率及び加
入度数分布を示す図である。
【図６】子午線上の加入度の変化を示す加入度曲線を示す図である。
【図７】加入度が２Ｄの場合の加入度変化率の曲線を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態に係る眼鏡レンズの設計方法を用いて眼鏡レ
ンズを設計し製造する眼鏡レンズの製造システムについて説明する。
【００２６】
　［眼鏡レンズ製造システム１］
　図１は、本実施形態の眼鏡レンズの製造方法を実現するための眼鏡レンズ製造システム
１の構成を示すブロック図である。図１に示されるように、眼鏡レンズ製造システム１は
、顧客（装用予定者）に対する処方に応じた眼鏡レンズを発注する眼鏡店１０と、眼鏡店
１０からの発注を受けて眼鏡レンズを製造する眼鏡レンズ製造工場２０を有している。眼
鏡レンズ製造工場２０への発注は、インターネット等の所定のネットワークやＦＡＸ等に
よるデータ送信を通じて行われる。発注者には眼科医や一般消費者を含めてもよい。
【００２７】
　［眼鏡店１０］
　眼鏡店１０には、店頭コンピュータ１００が設置されている。店頭コンピュータ１００
は、例えば一般的なＰＣ（Personal Computer）であり、眼鏡レンズ製造工場２０への眼
鏡レンズの発注を行うためのソフトウェアがインストールされている。店頭コンピュータ
１００には、眼鏡店スタッフによるマウスやキーボード等の操作を通じてレンズデータ及
びフレームデータが入力される。レンズデータには、例えば処方値（ベースカーブ、球面
屈折力、乱視屈折力、乱視軸方向、プリズム屈折力、プリズム基底方向、加入度数、遠用
ＰＤ（Pupillary Distance）、近用ＰＤ等）、眼鏡レンズの装用条件（角膜頂点間距離、
前傾角、フレームあおり角）、眼鏡レンズの種類（単焦点球面、単焦点非球面、多焦点（
二重焦点、累進）、コーティング（染色加工、ハードコート、反射防止膜、紫外線カット
等））、顧客の要望に応じたレイアウトデータ等が含まれる。フレームデータには、顧客
が選択したフレームの形状データが含まれる。フレームデータは、例えばバーコードタグ
で管理されており、バーコードリーダによるフレームに貼り付けられたバーコードタグの
読み取りを通じて入手することができる。店頭コンピュータ１００は、発注データ（レン
ズデータ及びフレームデータ）を例えばインターネット経由で眼鏡レンズ製造工場２０に
送信する。
【００２８】
　［眼鏡レンズ製造工場２０］
　眼鏡レンズ製造工場２０には、ホストコンピュータ２００を中心としたＬＡＮ（Local 
Area Network）が構築されており、眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２や眼鏡レンズ加
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工用コンピュータ２０４をはじめ多数の端末装置が接続されている。眼鏡レンズ設計用コ
ンピュータ２０２、眼鏡レンズ加工用コンピュータ２０４は一般的なＰＣであり、それぞ
れ、眼鏡レンズ設計用のプログラム、眼鏡レンズ加工用のプログラムがインストールされ
ている。ホストコンピュータ２００には、店頭コンピュータ１００からインターネット経
由で送信された発注データが入力される。ホストコンピュータ２００は、入力された発注
データを眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２に送信する。
【００２９】
　眼鏡レンズ製造工場２０では、発注データを受けた後、未加工のブロックピースに対し
、装用予定者の処方が満たされるように、凸面（物体側）、凹面（眼球側）の両面の設計
及び加工が行われる。なお、眼鏡レンズ製造工場２０では、生産性を向上させるため、全
製作範囲の度数を複数のグループに区分し、各グループの度数範囲に適合した凸面カーブ
形状（球面形状又は非球面形状）とレンズ径を有するセミフィニッシュトブランクが眼鏡
レンズの注文に備えて予め用意されていてもよい。この場合、眼鏡レンズ製造工場２０で
は、凹面側の加工（及び玉型加工）を行うだけで、装用予定者の処方に適した眼鏡レンズ
が製造される。
【００３０】
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、受注に応じた眼鏡レンズを設計するためのプ
ログラムがインストールされており、発注データ（レンズデータ）に基づいてレンズ設計
データを作成し、発注データ（フレームデータ）に基づいて玉型加工データを作成する。
眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２による眼鏡レンズの設計は、後に詳細に説明する。
眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、作成したレンズ設計データ及び玉型加工データ
を眼鏡レンズ加工用コンピュータ２０４に転送する。
【００３１】
　オペレータは、ブロックピースをカーブジェネレータ等の加工機２０６にセットして、
眼鏡レンズ加工用コンピュータ２０４に対して加工開始の指示入力を行う。眼鏡レンズ加
工用コンピュータ２０４は、眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２から転送されたレンズ
設計データ及び玉型加工データを読み込み、加工機２０６を駆動制御する。加工機２０６
は、ブロックピースの両面をレンズ設計データに従って研削・研磨して、眼鏡レンズの凸
面形状及び凹面形状を創成する。また、加工機２０６は、凸面形状及び凹面形状創成後の
アンカットレンズの外周面を玉型形状に対応した周縁形状に加工する。
【００３２】
　玉型加工後の眼鏡レンズには、発注データに従い、染色加工、ハードコート加工、反射
防止膜、紫外線カット等の各種コーティングが施される。これにより、眼鏡レンズが完成
して眼鏡店１０に納品される。
【００３３】
　［眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２による眼鏡レンズの具体的設計方法］
　図２は、眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２による眼鏡レンズの設計工程を示すフロ
ーチャートである。説明の便宜上、本明細書中の説明並びに図面において、処理ステップ
は「Ｓ」と省略して記す。なお、以下においては、累進屈折要素を凸面若しくは凹面に持
つ片面非球面型、又は累進屈折要素を凸面と凹面とに分割した両面累進型、又は縦方向の
累進屈折要素を凸面に、横方向の累進屈折要素を凹面とに分割した両面複合型の遠近両用
累進屈折力レンズを想定した設計例を説明する。しかし、本発明は、片面非球面型、両面
累進型、両面複合型の中近両用累進屈折力レンズや近々累進屈折力レンズなど、他の各種
累進屈折力レンズにも適用することができる。また、本設計工程は、両面（凸面と凹面）
による透過平均度数分布により処方値を満たす思想の設計、又は各面（凸面と凹面）の平
均度数分布を加算した分布により処方値を満たす思想の設計、の何れにも適用することが
できる。
【００３４】
　図３に、本実施形態で設計及び製造される遠近両用累進屈折力レンズのレイアウトモデ
ルを示す。図３に示されるように、遠近両用累進屈折力レンズは、遠用部ＡＦ、近用部Ａ
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Ｎ及び累進部ＡＰを有している。遠用部ＡＦは、レンズの上方寄りに配置されており、近
用部ＡＮは、レンズの下方寄りに配置されている。累進部ＡＰは、遠用部ＡＦと近用部Ａ
Ｎとの間に屈折力変化部として配置されており、遠用部ＡＦから近用部ＡＮまでの屈折力
を累進的に変化させる累進帯となっている。そのため、遠近両用累進屈折力レンズの装用
者は、例えばパソコン作業やその他のデスクワーク等の手元から遠方までの広い距離範囲
を見ることができる。
【００３５】
　［図２のＳ１（子午線ＬＬ’の定義）］
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、発注データ（レイアウトデータ）に基づき、
装用基準となるアイポイント位置ＥＰを設定する。なお、アイポイント位置ＥＰをはじめ
とするレンズレイアウトに必要な各位置は、発注データ（レイアウトデータ）に基づいて
レンズ面に直接刻印される一対の隠しマークＭを基に特定される。図３の例では、アイポ
イント位置ＥＰは、一対の隠しマークＭを結ぶ線の中点（本例では、レンズの幾何学中心
）から所定距離上方に設定されている。
【００３６】
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、ホストコンピュータ２００を介して店頭コン
ピュータ１００より受信した発注データ内の所定のパラメータに基づいて、遠用部ＡＦに
対する近用部ＡＮのインセット量を計算する。インセット量の計算に用いられるパラメー
タには、近用度数及び遠用度数の他、例えばＢＣ（ベースカーブ）、ＰＤ（瞳孔間距離）
、角膜頂点間距離、前傾角、フレームあおり角等の装用条件等が挙げられる。
【００３７】
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、アイポイント位置ＥＰ及びインセット量に基
づいて子午線ＬＬ’を定義する。図３に示されるように、子午線ＬＬ’は、レンズ上端か
らアイポイント位置ＥＰを経由してレンズの幾何学中心まで鉛直方向に延び、以降はレン
ズ下端に向けて眼の輻輳を考慮して鼻側に傾けられた線として定義される。遠用度数の測
定対象点（ＪＩＳ規格における遠用部測定基準点）たる遠用度数測定位置Ｆと近用度数の
測定対象点（ＪＩＳ規格における近用部設計基準点）たる近用度数測定位置Ｎは、子午線
ＬＬ’上に設定され配置される。累進部ＡＰの累進帯は、遠用度数測定位置Ｆを基点とし
、近用度数測定位置Ｎを終点として設定される。
【００３８】
　［図２のＳ２（子午線ＬＬ’上の加入度数分布の設定）］
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、発注データ内の所定のパラメータに基づいて
子午線ＬＬ’上の加入度数分布を設定する。子午線ＬＬ’上の加入度数分布の設定に用い
られるパラメータには、近用度数、遠用度数、加入度数、累進部ＡＰの累進帯の長さ等が
挙げられる。加入度数分布は、例えば累進部ＡＰを略縦断する子午線ＬＬ’上の区間内に
制御点を等間隔で配置し、処方に応じた加入度に基づいて各制御点における屈折力を計算
し、隣接する制御点間の屈折力をＢスプライン等のスプライン補間等を用いて補間するこ
とにより得られる。しかし、このような設定方法では、アイポイント位置ＥＰで遠用度数
に対して加入される問題を回避することができない。
【００３９】
　ここで、アイポイント位置が遠用度数に対して加入された状態になる理由を記述する。
　累進屈折力レンズにおいては、遠用度数測定位置から近用度数測定位置に向かって連続
的に屈折力が変化（増加）し、それに応じて加入度も変化する。このとき、子午線上にお
ける累進帯の長さを長くすれば、加入度の変化を緩やかにすることができる。加入度の変
化が緩やかになれば、非点収差が小さくなるため、像の歪みや揺れを抑えることができる
。ただし、累進帯の長さは、個々の眼鏡レンズごとに設定される、遠用度数測定位置と近
用度数測定位置との間の長さによって一義的に決まる。このため、従来においては、累進
帯で必要とされる加入度を累進帯全域に振り分けることにより、加入度の変化をできるだ
け緩やかにしている。
　そうした場合、累進屈折力レンズの光学設計においては、遠用度数測定位置からプラス
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度数の加入を開始することになる。このため、遠用度数測定位置よりも下方（近用度数測
定位置側）にあるアイポイント位置には、遠用度数測定位置で処方値により求められる遠
用度数の他にプラスの度数が入り込むことになる。その結果、アイポイント位置が遠用度
数に対して加入された状態になる。
【００４０】
　もともと人間の眼はプラスの度数に対して調節機能をもたないため、アイポイント位置
にプラスの度数が加入されると、遠方視したときに像がぼやけて見えてしまう。具体例と
して、仮に加入度の誤差がないときの計算視力（小数視力）が２．０４であるとすると、
加入度の誤差が０．１２Ｄになると計算視力が１．６３まで低下し、加入度の誤差が０．
２５Ｄになると計算視力が１．１３まで低下する。つまり、アイポイント位置に加入され
るプラスの度数が大きくなるほど、遠方視したときの視力が低下する傾向にある。
【００４１】
　また、アイポイント位置にプラスの度数が入り込まないようにするには、その分の加入
度を累進帯内の他の領域に振り分ける必要がある。具体的には、アイポイント位置よりも
下方の領域に振り分ける必要がある。しかし、そうなると、限られた狭い領域で加入度を
変化させることになるため、累進帯における屈折力の変化率が相対的に大きくなる。その
結果、レンズの非点収差が増大し、像の歪みや揺れなどが大きくなってしまう。
　一般に、累進屈折力レンズに関する従来の光学設計としては、累進帯全域の屈折力の変
化率をできるだけ小さく抑えることに主眼がおかれている。このため、従来においては、
遠用度数測定位置からプラス度数の加入を開始する設計手法を採用しており、これによっ
て遠用度数測定位置よりも下方にあるアイポイント位置では遠用度数に対して加入された
状態になっている。
【００４２】
　これに対して、眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、遠用度数測定位置Ｆを中心と
する半径４ｍｍの円内において、及び／又は、アイポイント位置ＥＰを中心とする半径４
ｍｍの円内において、加入屈折力（以下、単に「屈折力」ともいう）の変化率が実質０と
なるように、上記制御点を配置する。すなわち、従来は、近用度数測定位置Ｎに近い制御
点ほど屈折力を加入度に応じて高く設定していたが、本実施形態では、遠用度数測定位置
Ｆからアイポイント位置ＥＰまでの子午線ＬＬ’上の区間の全ての制御点において加入屈
折力が実質０（つまり当該区間で加入屈折力の変化率が実質０）に設定される。アイポイ
ント位置ＥＰでの加入がないため、装用者は、アイポイント位置ＥＰを通じて遠方視した
際、処方値に応じた遠用距離を明瞭に見ることができる。
【００４３】
　説明を補足すると、「加入屈折力の変化率が実質０」とは、例えば、基準となる加入屈
折力（ここでは遠用度数）に対する加入（例えば透過平均度数）を上記区間の全範囲に亘
って所定値以下に抑えることをいう。すなわち、「加入屈折力の変化率が実質０」とは、
基準となる加入屈折力（本形態例では遠用部屈折力）と上記区間内の特定点の加入屈折力
との差を所定値以下に抑えるという規定ではなく、基準となる加入屈折力との差を上記区
間の全範囲に亘って所定値以下（最小値は０）に抑えることを保証する規定である。具体
的には、第一の基準位置を遠用度数測定位置Ｆとし、第二の基準位置を近用度数測定位置
Ｎとしたときに、遠用度数測定位置Ｆを中心とする半径４ｍｍの円内における最大の加入
屈折力差を０．０３Ｄ以下、さらに好ましくは０．０１Ｄ以下に抑えるものである。また
、アイポイント位置ＥＰを中心とする半径４ｍｍの円内における最大の加入屈折力差を０
．０６Ｄ以下、好ましくは０．０３Ｄ以下、さらに好ましくは０．０１Ｄ以下に抑えるも
のである。
【００４４】
　ここで、図５（ｂ）においては、遠用度数測定位置Ｆからアイポイント位置ＥＰまでの
子午線ＬＬ’上の区間における最小の加入屈折力が、遠用度数測定位置Ｆでの加入屈折力
（０Ｄ）となっている。このため、遠用度数測定位置Ｆを中心とする半径４ｍｍの円内に
おける最大の加入屈折力差は、当該円内における最大の加入屈折力と最小の加入屈折力（
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遠用度数測定位置Ｆでの加入屈折力）との差で表される。通常の光学設計では、遠用度数
測定位置Ｆからアイポイント位置ＥＰに向かって徐々に加入屈折力が大きくなる。このた
め、遠用度数測定位置Ｆを中心とする半径４ｍｍの円内に含まれる、子午線上１２ｍｍの
位置からアイポイント位置ＥＰまでの子午線ＬＬ’上の区間における最大の加入屈折力差
は、アイポイント位置ＥＰでの加入屈折力と、遠用度数測定位置Ｆでの加入屈折力との差
で表される。このことは、アイポイント位置ＥＰを中心とする半径４ｍｍの円内における
最大の加入屈折力差についても同様である。すなわち、アイポイント位置ＥＰを中心とす
る半径４ｍｍの円内に含まれる、遠用度数測定位置Ｆから中点の位置までの子午線ＬＬ'
上の区間における最大の加入屈折力差は、当該円内における最大の加入屈折力と最小の加
入屈折力（遠用度数測定位置Ｆでの加入屈折力）との差、より具体的には、当該円内の一
端となる中点（幾何学中心）の位置での加入屈折力と、当該円内の他端となる遠用度数測
定位置Ｆでの加入屈折力との差で表される。
【００４５】
　上述のように加入屈折力の変化率を小さく抑えることにより、装用者は、例えば、遠用
度数測定位置Ｆとアイポイント位置ＥＰとの間で視線を動かした場合にも、像のぼやけ等
を知覚することなく遠方視することができる。この点、ＪＩＳ規格（規格番号：ＪＩＳＴ
７３１５）上で許容される遠用度数測定位置での遠用部屈折力の誤差は０．１２Ｄである
ので、これと比較しても加入度の差が十分に小さく抑えられることが容易に理解できる。
【００４６】
　ここで、眼鏡を装用する人のなかには、少数ではあるが、装用中に眼鏡がずり上がる人
、又はずり上がりやすい人がいる。実際には、眼鏡レンズの光学設計で想定される装用位
置に対し、２ｍｍ～３ｍｍ上がった状態で装用（すなわち、視線がアイポイント位置の下
方２ｍｍ～３ｍｍの位置を通る状態）され得ることが経験的に知られている。この場合、
従来、装用者は、アイポイント位置よりも更に加入された位置を通じて遠方視することに
なり、処方値に応じた遠用距離を明瞭に見ることが一層難しかった。そこで、本実施形態
では、この種のズレを考慮して、アイポイント位置ＥＰを中心とする半径４ｍｍの円内に
おける加入屈折力の変化率を実質０とすることにより、加入屈折力の変化率が実質０とな
る子午線ＬＬ’上の区間を例えばアイポイント位置ＥＰの下方３ｍｍの位置にまで延ばし
てもよい。これにより、装用者は、アイポイント位置ＥＰの下方位置を通じて遠方視した
場合であっても、処方値に応じた遠用距離を明瞭に見ることができる。
【００４７】
　本発明による効果は、装用中に眼鏡がずり上がる人、又はずり上がりやすい人だけでな
く、累進屈折力レンズを用いた眼鏡の装用者すべてにもたらされるものである。特に、累
進屈折力レンズ付きの眼鏡の購入者（年配者等）のなかには、上述したプラス度数の加入
によって遠方視にぼやけ等が生じていても、装用者自身の眼機能の低下が原因であると勘
違いして、そのまま使用している人が少なくないと推測される。本発明によれば、装用者
にそのような勘違いをさせることなく、プラス度数の加入による遠方視のぼやけ等を解消
し、眼精疲労等の軽減に大きく寄与することができる。
【００４８】
　また、累進屈折力レンズは、ＪＩＳ規格上、遠用度数測定位置から離れた遠用部内の位
置では遠用度数を保証する必要がない。そのため、累進屈折力レンズによっては、装用者
が例えば遠用度数測定位置より上方に視線を移動させた時、そこにプラスの度数が加入さ
れていると、装用者に対し、屈折力の変化に応じて像のぼやけ等を知覚させることがある
。そこで、本実施形態では、加入度の変化率が実質０となる子午線ＬＬ’上の区間を例え
ば遠用度数測定位置Ｆからレンズ上端にまで延ばしてもよい。これにより、装用者は、遠
用度数測定位置Ｆより上方に視線を動かした場合にも、像のぼやけ等を知覚することなく
遠方視することができる。
【００４９】
　［図２のＳ３（水平方向のプリズム作用のコントロール）］
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、子午線ＬＬ’から水平方向に延びる複数の断
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面曲線を定義し、遠用部ＡＦ、近用部ＡＮ、累進部ＡＰの各部の度数分布に応じて各断面
曲線上の屈折力分布を設定する。このとき、各部の度数分布の差を考慮せずに屈折力分布
を単純に設定すると、左右方向に歪曲収差が大きくなる問題が指摘される。そこで、屈折
力分布は、インセットを考慮しない状態の子午線（図３中の子午線形状で、Ｙ軸に平行な
部分線）に対して左右に一定距離離れた位置でプリズム作用が抑えられる（コントロール
される）ように設定される。
【００５０】
　［図２のＳ４（レンズ面形状の仮決定）］
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、子午線ＬＬ’上及び水平方向に延びる各断面
曲線上の屈折力分布をスプライン補間等を用いて滑らかに接続し、接続後の屈折力分布を
周知の換算式によって曲率分布に換算することにより、レンズ面の幾何学形状を暫定的に
決定する。
【００５１】
　［図２のＳ５（光線追跡計算）］
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、図２のＳ４の処理で暫定的に決定されたレン
ズに対する光線追跡計算を行い、その光学性能を評価する。
【００５２】
　［図２のＳ６（収束条件の判定）］
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、図２のＳ５の処理による評価結果に基づいて
所定の収束条件を満たすか否かを判定する。所定の収束条件は、例えば「遠用度数測定位
置Ｆからアイポイント位置ＥＰまでの子午線ＬＬ’上の区間で加入度の変化率が実質０で
あること」である。なお、この収束条件で定義される、加入度の変化率を実質０に抑える
区間のバリエーションとして、例えば「遠用度数測定位置Ｆからアイポイント位置ＥＰの
下方３ｍｍの位置までの子午線ＬＬ’上の区間」、「レンズ上端からアイポイント位置Ｅ
Ｐまでの子午線ＬＬ’上の区間」、「レンズ上端からアイポイント位置ＥＰの下方３ｍｍ
の位置までの子午線ＬＬ’上の区間」等が挙げられる。
【００５３】
　眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、所定の収束条件が満たされない場合（図２の
Ｓ６：ＮＯ）、図２のＳ２の処理に戻り、各制御点の位置等を調節した上で、図２のＳ３
以降の処理を再度実行する。眼鏡レンズ設計用コンピュータ２０２は、所定の収束条件が
満たされる場合には（図２のＳ６：ＹＥＳ）、図２のＳ４の処理で暫定的に決定されたレ
ンズ面形状に対し、装用条件（例えば角膜頂点間距離、前傾角、フレームあおり角等）に
応じた非球面補正量を計算して付加する。これにより、レンズ面形状が確定して、遠近両
用累進屈折力レンズの形状設計が完了する。
【００５４】
　遠近両用累進屈折力レンズの確定形状データ（レンズ設計データ）は、眼鏡レンズ加工
用コンピュータ２０４に転送される。眼鏡レンズ加工用コンピュータ２０４は、上述した
ように、レンズ設計データに従って加工機２０６を駆動制御して、ブロックピースの加工
を行い、遠近両用累進屈折力レンズを製作する。本加工工程では、隠しマークＭの刻印も
併せて行われる。
【００５５】
　［比較検討］
　次に、図２のフローチャートに示される工程により設計される（以下、「本件設計」と
記す。）遠近両用累進屈折力レンズと、従来設計の遠近両用累進屈折力レンズとの比較検
討を行う。なお、従来設計とは、近用度数測定位置に近い制御点ほど屈折力を加入度に応
じて単純に高く設定する設計をいう。
【００５６】
　図４（ａ）は、本件設計の遠近両用累進屈折力レンズの子午線ＬＬ’上の区間（レンズ
上端からアイポイント位置ＥＰの下方３ｍｍの位置までの区間であり、以下、「遠用区間
」と記す。）における加入度の変化率（加入度変化の微分値）を示し、図４（ｂ）は、本
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件設計の遠近両用累進屈折力レンズの遠用区間における加入度数分布を示す。また、図５
（ａ）は、従来設計の遠近両用累進屈折力レンズの遠用区間における加入度の変化率を示
し、図５（ｂ）は、従来設計の遠近両用累進屈折力レンズの遠用区間における加入度数分
布を示す。図４及び図５の各図の横軸は、子午線上の位置（単位：ｍｍ）を示し、図４（
ａ）及び図５（ａ）の縦軸は、加入度の変化率（単位：Ｄ／ｍｍ）を示し、図４（ｂ）及
び図５（ｂ）の縦軸は、遠用度数測定位置における度数を基準（０Ｄ）とした屈折力（単
位：Ｄ）を示す。また、図中、実線は加入度が１．０Ｄの設計例を示し、破線は加入度が
２．０Ｄの設計例を示し、一点鎖線は加入度が３．０Ｄの設計例を示す。なお、便宜上、
図４と図５とで縦軸を異なるスケールで示している。
【００５７】
　図５に示される従来設計では、例えば遠用度数測定位置からアイポイント位置までの区
間において、加入度の変化率が大きく（図５（ａ）参照）、屈折力が加入度に応じて累進
的に変化している（図５（ｂ）参照）。図５（ｂ）に示されるように、従来設計では、ア
イポイント位置において、約０．０５Ｄ（加入度１．０Ｄの場合）、約０．１０Ｄ（加入
度２．０Ｄの場合）、約０．１５Ｄ（加入度３．０Ｄの場合）の加入があり、アイポイン
ト位置の下方３ｍｍの位置において、０．１４Ｄ（加入度１．０Ｄの場合）、０．２８Ｄ
（加入度２．０Ｄの場合）、０．４２Ｄ（加入度３．０Ｄの場合）の加入がある。そのた
め、装用者は、アイポイント位置やその付近を介した場合に、処方値に応じた遠用距離を
明瞭に見ることができない虞がある。特に、アイポイント位置の下方３ｍｍの位置では、
ＪＩＳ規格（規格番号：ＪＩＳＴ７３１５）上で許容される誤差０．１２Ｄよりも加入が
大きいため、処方値に応じた遠用距離を明瞭に見ることが一層難しい。
【００５８】
　一方、図４に示される本件設計では、遠用度数測定位置Ｆを中心とする半径４ｍｍの円
内に含まれる、子午線上１２ｍｍの位置からアイポイント位置ＥＰまでの区間において、
加入屈折力の変化率が実質０であり（図４（ａ）参照）、加入屈折力が実質的にほとんど
変化していない（図４（ｂ）参照）。図４（ｂ）に示されるように、本件設計では、アイ
ポイント位置ＥＰを中心とする半径４ｍｍの円内に含まれる、遠用度数測定位置Ｆから中
点の位置までの区間（アイポイント位置やその下方３ｍｍの位置など）においても、加入
屈折力の変化率が実質０である。そのため、装用者は、アイポイント位置やその付近を介
した場合に、処方値に応じた遠用距離を明瞭に見ることができる。
【００５９】
　続いて、本発明の他の実施形態について、図６を用いて説明する。なお、以降の説明で
は便宜上、先述した実施形態を第一の実施形態とし、以下に記述する実施形態を第二の実
施形態とする。
【００６０】
　図６は子午線上の加入度の変化を示す加入度曲線を示す図である。図６においては、従
来の光学設計に基づく累進屈折力レンズの加入度曲線を実線、第一の実施形態に係る光学
設計に基づく累進屈折力レンズの加入度曲線を一点鎖線、第二の実施形態に係る光学設計
に基づく累進屈折力レンズの加入度曲線を二点鎖線で示している。また、縦軸にレンズの
加入度をとり、横軸に子午線上の位置をとっている。横軸の中心（ゼロ）の位置は、一対
の隠しマークＭ（図３参照）を結ぶ線の中点であり、そこから左側（プラスの数値側：眼
鏡装用時の上側）に４ｍｍずれた位置がアイポイント位置ＥＰとなっている。また、上記
中点から左側に８ｍｍずれた位置は遠用度数測定位置Ｆ（第一の基準位置に相当）となっ
ており、上記中点から右側（マイナスの数値側）に１４ｍｍずれた位置が近用度数測定位
置Ｎ（第二の基準位置）となっている。また、累進屈折力レンズの加入度が２．００Ｄの
場合（近用度数＝２．００Ｄ、遠用度数＝０．００Ｄの場合）を例示している。累進屈折
力レンズの加入度は、遠用度数測定位置での遠用部屈折力と近用度数測定位置での近用部
屈折力の差で表される。
【００６１】
　まず、従来の光学設計に基づく眼鏡レンズの加入度曲線をみると、遠用度数測定位置Ｆ
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を起点にプラスの度数の加入が開始し、アイポイント位置ＥＰに至っては遠用度数に対し
て約０．３０Ｄのプラスの度数が入り込んでいる。この場合、遠用度数測定位置Ｆにおけ
る加入度の処方値が０．００Ｄであるとすると、遠用度数測定位置Ｆでは処方値通りの加
入度となるものの、アイポイント位置ＥＰにおける加入度は、処方値との誤差が+０．３
０Ｄとなる。この加入度の誤差は、ＪＩＳ規格（規格番号：ＪＩＳＴ７３１５）上で許容
される誤差０．１２Ｄよりも大きい。
【００６２】
　一方、第一の実施形態の光学設計に基づく眼鏡レンズの加入度曲線をみると、遠用度数
測定位置Ｆからアイポイント位置ＥＰに至る子午線上の区間には殆どプラスの度数が入り
込んでいない。ただし、アイポイント位置ＥＰ（特に上記中点の位置）から近用度数測定
位置Ｎに向かって加入度曲線が急激に立ち上がっている。このため、加入度曲線の傾きは
、従来の光学設計に基づく眼鏡レンズよりも大きくなっている。
【００６３】
　これに対して、第二の実施形態の光学設計に基づく眼鏡レンズの加入度曲線をみると、
遠用度数測定位置Ｆからアイポイント位置ＥＰに至る子午線上の区間には殆どプラスの度
数が入り込んでいない。この点は第一の実施形態の場合と同様である。ただし、第一の実
施形態の場合と比較すると、アイポイント位置ＥＰ（特に上記中点の位置）から近用度数
測定位置Ｎに向かって立ち上がる加入度曲線の傾きが緩やかになっている。その理由は、
第二の実施形態に係る眼鏡レンズにおいて、次のような構成を採用しているためである。
【００６４】
　まず、第二の実施形態の光学設計に基づく眼鏡レンズでは、子午線上において加入度曲
線の最大加入度（極大値）となる位置（以下「ピーク位置」ともいう）が、従来及び第一
の実施形態の場合に比べて、近用度数測定位置Ｎから右側（アイポイント位置ＥＰとは反
対側）に大きくずれた位置に存在している。具体的には、従来の光学設計に基づく眼鏡レ
ンズの加入度曲線のピーク位置は、近用度数測定位置Ｎから右側に２ｍｍ程度ずれており
、第一の実施形態の光学設計に基づく眼鏡レンズの加入度曲線のピーク位置は、近用度数
測定位置Ｎから右側に３ｍｍ程度ずれている。この程度のずれは、遠用度数測定位置Ｆで
の加入度と近用度数測定位置Ｎでの加入度を、それぞれ処方値通りの加入度とし、かつ子
午線上の加入度曲線をできるだけ滑らかにつなぐように光学設計したときに、特に意図し
なくても不可避的に生じるものである。その理由は以下の通りである。
　（１）子午線上の加入度曲線をできるだけ滑らかにしようとすると、ピーク位置付近に
おける加入度曲線の形状を放物線（山形）に近い形状にする必要がある。
　（２）近用度数測定位置Ｎでの加入度を処方値通りの加入度にしようとすると、ピーク
位置の手前（左側）で加入度を処方値に合わせる必要がある。
　以上の理由により、必然的にピーク位置が近用度数測定位置Ｎの右側にずれることにな
る。
　なお、近用度数測定位置Ｎよりも右側で眼鏡レンズの加入度が最大加入度を維持しなが
ら一定のレベルで推移する場合は、加入度曲線の立ち上がりによって最初に最大加入度の
到達した位置をピーク位置とする。
【００６５】
　一方、第二の実施形態の光学設計に基づく眼鏡レンズの加入度曲線のピーク位置は、近
用度数測定位置Ｎから右側に７ｍｍ程度ずれている。この程度のずれになると、もはや不
可避的に生じるずれとはいえない。言い換えると、加入度曲線のピーク位置を近用度数測
定位置Ｎから意図的にずらさないと、この程度のずれは生じない。このずれが不可避的な
ずれであるか、それとも意図的なずれであるかは、実際のずれ量から判別することが可能
である。具体的には、加入度曲線のピーク位置が近用度数測定位置Ｎから右側に少なくと
も５ｍｍ以上ずれていれば、従来の光学設計等による不可避的なずれではなく、意図的な
ずれであると判別することが可能である。なぜなら、遠用度数測定位置Ｆでの加入度をゼ
ロとしたときの、近用度数測定位置Ｎでの加入度の処方値が２．００Ｄ超であっても、そ
れらの区間で加入度曲線の傾きが多少大きくなるだけで、ピーク位置付近の曲線形状（曲
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がり具合）はそれほど変わらないからである。
【００６６】
　また、最大加入度で比較すると、第二の実施形態の場合は、従来及び第一の実施形態の
場合よりも最大加入度が大きくなっている。具体的には、従来及び第一の実施形態の光学
設計に基づく眼鏡レンズの加入度曲線における最大加入度は、それぞれ２．１０Ｄ程度と
なっている。これに対して、第二の実施形態の光学設計に基づく眼鏡レンズの加入度曲線
における最大加入度は、２．３５Ｄ程度となっている。第二の実施形態に係る眼鏡レンズ
の構成としては、加入度曲線の最大加入度が、近用度数測定位置における加入度の１．１
０倍以上であればよい。図６に示す例では、近用度数測定位置における加入度を２．００
Ｄとしているが、この加入度との相対的な比較で規定すると、最大加入度は、２．３１Ｄ
以上であればよい。図例では、従来及び第一の実施形態の場合の最大加入度が、近用度数
測定位置における加入度の１．０５倍程度であるのに対して、第二の実施形態の場合の最
大加入度は、近用度数測定位置における加入度の１．１７倍程度となっている。
【００６７】
　また、非点収差０．５Ｄ以下の領域を明視域と定義すると、この明視域の幅はできるだ
け広いほうが好ましい。本願の発明者による光学設計のシミュレーションでは、最大加入
度を近用度数測定位置における加入度の１．１５倍としたときに、眼鏡レンズの幾何学中
心から下方４～６ｍｍの領域（明視域の幅が狭くなる領域）における明視域の幅が、従来
の光学設計に基づく眼鏡レンズの場合と同等の幅となった。このことから、最大加入度は
、近用度数測定位置における加入度の１．１５倍以上に設定することが好ましい。なぜな
ら、明視域の幅が狭くなると、非点収差の増大によって像の揺れや歪みが増加するおそれ
があり、この不都合を回避するためには上記の条件で設定することが有効だからである。
【００６８】
　また、図７は加入度が２Ｄの場合の加入度変化率の曲線を示すものであるが、近用度数
測定位置Ｎにおける加入度変化率の大小関係を比較すると、第二の実施形態の場合は、従
来及び第一の実施形態の場合よりも加入度変化率が大きくなっている。具体的には、加入
度が２Ｄの場合の近用度数測定位置Ｎにおける加入度変化率のシミュレーション結果では
、従来の場合は０．０４５（Ｄ／ｍｍ）、第一の実施形態の場合は０．０５７（Ｄ／ｍｍ
）となったのに対して、第二の実施形態の場合はそれよりも大きい０．１１３（Ｄ／ｍｍ
）となった。また、加入度が１Ｄの場合の近用度数測定位置Ｎにおける加入度変化率のシ
ミュレーション結果では、従来の場合は０．０２２（Ｄ／ｍｍ）、第一の実施形態の場合
は０．０２８（Ｄ／ｍｍ）となったのに対して、第二の実施形態の場合はそれよりも大き
い０．０５６（Ｄ／ｍｍ）となった。また、加入度が３Ｄの場合の近用度数測定位置Ｎに
おける加入度変化率のシミュレーション結果では、従来の場合は０．０６７（Ｄ／ｍｍ）
、第一の実施形態の場合は０．０８６（Ｄ／ｍｍ）となったのに対して、第二の実施形態
の場合はそれよりも大きい０．１７０（Ｄ／ｍｍ）となった。
【００６９】
　第二の実施形態によれば、遠用度数測定Ｆからアイポイント位置ＥＰ付近までの加入屈
折力の変化率を実質ゼロに抑えた場合でも、加入度曲線の最大加入度を意図的に高く設定
し、かつピーク位置を近用度数測定位置Ｎから意図的に大きくずらして設定することによ
り、少なくとも第一の実施形態と比較して、アイポイント位置ＥＰから近用度数測定位置
Ｎに至る領域において、加入度曲線の傾きを緩やかにすることができる。これにより、累
進帯内で明視域の幅を広く確保し、非点収差の増大による像の揺れや歪み等を小さく抑え
ることができる。
【００７０】
　また、近用度数測定位置Ｎでの加入度を処方値に合わせたうえで、例えば最大加入度を
処方値の１５％増しにすると、近用度数測定位置Ｎよりも下方の領域までプラスの度数が
加入されることになる。これにより、ある特殊な使用環境では、近用度数測定位置Ｎより
も下方の領域までプラスの度数が加入されていることが利点となる場合がある。
【００７１】
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　具体的には、例えば、混雑した電車内で携帯電話（スマートフォンを含む）などの画面
を見ながら操作する場合である。このような使用環境では、隣席や周囲の乗客への配慮か
ら、携帯電話の画面をかなり顔に近づけて見ることが多い。その場合は、普段の生活では
ほとんど使用しない「近用度数測定位置Ｎよりも下方の領域」を使って画面を見ることに
なる。したがって、その際に当該領域にプラスの度数が入っているほうが、近くの物に焦
点が合いやすくなるため、画面が見やすくなるという利点が得られる。
　その結果、累進帯を使って物を見るときの見え方の改善効果と、近用度数測定位置Ｎよ
りも下方の領域を使って物を見るときの見え方の改善効果という、二重の効果が同時に得
られる。
【００７２】
　以上が本発明の例示的な実施形態の説明である。本発明の実施形態は、上記に説明した
ものに限定されず、本発明の技術的思想の範囲において様々な変形が可能である。例えば
明細書中に例示的に明示される実施例等又は自明な実施例等を適宜組み合わせた内容も本
願の実施形態に含まれる。
【００７３】
　また、上記第二の実施形態においては、第一の実施形態に係る眼鏡レンズを前提として
、それとの違いを説明したが、具体的な適用にあたっては、第一の実施形態に係る眼鏡レ
ンズに限らず、累進屈折力レンズ全般に広く適用することが可能である。その場合の好ま
しい態様の一例を以下に付記する。
【００７４】
　（付記１）
　所定の第一、第二の基準位置、及び該第一と該第二の基準位置との間にアイポイント位
置の各位置が所定の隠しマークに基づいて子午線上に規定されており、該第一の基準位置
から該第二の基準位置にかけて屈折力が連続的に変化する屈折力変化部を持つ眼鏡レンズ
であって、
　前記子午線上の加入度の変化を示す加入度曲線の最大加入度となる位置を、前記第二の
基準位置から前記アイポイント位置とは反対側に少なくとも５ｍｍ以上ずれた位置とし、
かつ、前記最大加入度を前記第二の基準位置における加入度の少なくとも１．１０倍以上
とすることにより、前記アイポイント位置から前記第二の基準位置に至る前記加入度曲線
の傾きを緩やかにしたことを特徴とする、眼鏡レンズ。
【００７５】
　（付記２）
　所定の第一、第二の基準位置、及び該第一と該第二の基準位置との間のアイポイント位
置の各位置が所定の隠しマークに基づいて子午線上に規定されており、該第一の基準位置
から該第二の基準位置にかけて屈折力が連続的に変化する屈折力変化部を持つ眼鏡レンズ
の製造方法であって、
　前記子午線上の加入度の変化を示す加入度曲線の最大加入度となる位置が、前記第二の
基準位置から前記アイポイント位置とは反対側に少なくとも５ｍｍ以上ずれた位置にあり
、かつ、前記最大加入度が前記第二の基準位置における加入度の少なくとも１．１０倍以
上となるように、前記眼鏡レンズの少なくとも片面を加工することを特徴とする、眼鏡レ
ンズの製造方法。
【符号の説明】
【００７６】
　１　眼鏡レンズ製造システム
１０　眼鏡店
２０　眼鏡レンズ製造工場
１００　店頭コンピュータ
２００　ホストコンピュータ
２０２　眼鏡レンズ設計用コンピュータ
２０４　眼鏡レンズ加工用コンピュータ
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